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はじめに
我が国における商法は、明治32年に公布１され、商事関係の取り決めがこれによって行
われてきた。制定当初から商法帳簿に関する規定と株式会社の計算に関する規定が設けら
れていた。
その後は様々な経済変化に対応して小刻みな修正が幾度となく行われ、そして平成期に
なってからは急激な経済のグローバル化に対応させるため、ほぼ毎年のように様々な改正
が行われてきた。
しかしこのような諸改正を繰り返すことによって商法自体の体系的整合性が損なわれて
いるという指摘があり、平成17年7月26日に会社法が公布され、平成18年5月1日より施行
されることとなった。
この会社法によって従来からあった商法第2編・有限会社法および商法特例法が一本化
されることとなり、それまで慣れ親しんできた旧商法から大きく変化する項目やまったく
新しい項目が出現することとなった。
本稿で取り上げる資本に関しても、旧商法から制度面でも理論面でも大きく変化する項
目や新しく作られた項目などがあり、この変化を利用して会社法適用会社（特に会社法に
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１ 我が国の商法はドイツ人法学者ヘルマン・ロエスエル（Hermann Roesler）の起草によるものである。
ヘルマン・ロエスエルは外務省の顧問として来日し、大日本帝国憲法の作成や商法草案作成における中心
メンバーであった。呼称に関してはレースラーとも表記されることがある。
おいて最大のユーザーである中小企業）においては資本政策の選択肢が増加することとな
った。その結果、より柔軟な資本政策を行えることとなり、これが会計・税務など実務面
への影響も生じることとなったのである。
そこで本稿では選択肢が増加した資本政策に関して、1、株主資本の計数変動、2、自己
株式の活用、3、デット・エクイティ・スワップ（ＤＥＳ）の3点を中心に考察し、それぞ
れの活用法と実務面（会計・税務）を考察し、どのように活用すれば企業にとってより有
益な資本政策を行えるのかを考察していく。
Ⅰ　株主資本の計数変動
会社法における株主資本は、その条文中において資本金・準備金および剰余金の3つに
分かれている。準備金には法定準備金である資本準備金と利益準備金があり、剰余金には
その他資本剰余金とその他利益剰余金がある。会社法では株主総会の決議によって、これ
らの株主資本の部の勘定科目間の変動ができるようになった（会法447条、448条、450条、
451条、452条）。このことによって以下の変動が例としてあげられる。
①　資本金の減少
②　準備金の減少
③　剰余金の減少→資本金の増加
④　剰余金の減少→準備金の増加
⑤　その他の剰余金の処分
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【図表１】資本金と準備金と剰余金の増減関係
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（参考資料）中島茂幸　『新会社法における会計と計算書類』 税務経理協会　2006 P.91を参考に
作成。
このように様々な振替が可能となった背景には、会計理論上の剰余金と会社法の条文上
の剰余金の概念が相違しているためである。
会計理論においては資本金以外の株主資本はすべて剰余金としているため資本準備金以
外の資本剰余金をその他資本剰余金とし、利益準備金以外の利益剰余金をその他利益剰余
金とされている。
これに対して会社法では、その条文において剰余金は株主資本のうち資本金と準備金を
除いた部分を指しており、準備金の部分が相違することとなる。このことによって会社法
ではその条文上の剰余金がその他資本剰余金とその他利益剰余金に分かれるのである。
ただし、いつでも変動可能ではあるが、原則として資本は資本同士、利益は利益同士の
振替が基本となっている。さらに上記のように複雑に変動が可能となった株主資本の推移
を容易に把握するために株主資本等変動計算書を作成することとなったのである。
上記①の資本金の減少に関して、減資を行うためには、以下の2つのケースを除いて、
株主総会の特別決議２を必要とすることとなる（会法447条、309②九）。
まず第一に、定時株主総会において、減少する資本金の額が定時株主総会の日における
欠損の額を超えない場合がある。第二に、株式の発行と同時に資本金の額を減少させる場
合で、資本金の減少の効力が発生する日より後日の資本金の額がその前日の資本金の額を
下回らない場合には、資本金の減少の決定で、取締役の決定で足りることとなっている
（会法447③）。
実務上には任意積立金や法定準備金によっても損失が填補できない場合に減資という手
段が選ばれることが多い。会社法においては最低資本金制度が廃止されたことを受けて減
資が実務においてより有効な選択肢として注目されている。会社法では減資と株主への払
い戻しや株式消却を分離して考えているため、減資という手段は単に資本金の額を減少す
るだけという行為になっている。
このため旧商法における無償減資による欠損填補は減資と欠損填補に分けられ、有償減
資は減資と剰余金の分配に分けられて考えられているのである。以上のことを勘案すると
実務において減資という手段はより身近に、そしてより迅速に行えるようになり資本政策
の有効な選択肢の一つとして存在することとなったのである。
上記②の準備金の減少に関しては、会社法では準備金の資本組入れについて株主総会の
決議が必要となった（会法448①）。また企業会計原則一般原則三「資本と利益区別の原則」
の内容にもある資本取引と損益取引との区別を順守するために、利益準備金の資本組入れ
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２ 会社法による株主総会の普通決議とは、定款に別段の定めがある場合を除いて、議決権のある株式数の
過半数の株主が出席して、その議決権の過半数の株式数の賛成による決議のことである。また本文中にあ
る特別決議とは、議決権のある株式数の3分の2以上の賛成を必要としている決議のことをさす。
は禁止されている（計規48①）。また株式の発行と同時に準備金の額を減少させる場合に
おいて、その準備金の減少の効力が発生する日後の準備金の額がその前日の準備金の額を
下回らない場合には、準備金の減少の決定は取締役会決議において足りることとされた
（会法448③）。準備金を減少させる手続きにおいては、旧商法では資本の4分の1以上を残
さなければならないとする厳重な規制があった。
しかし会社法においてはこのような規制が廃止され、株主総会における決議によって準
備金の額の全部または一部を取り崩し、資本金へ組入れることができるようになり、事実
上準備金がゼロにすることが可能となったのである（会法448①）。
また準備金の取り崩しの際における順序に関しても、会社法においては上述のように最
低資本金制度が廃止され、最低資本金に関する規定自体が存在しないため、取り崩す際の
順序を規定する意味がなくなったのである。そのため準備金の減少に関しても実務におい
てより簡便な方法によって使用できる選択肢となったのである。
上記③の資本金の増加に関しては、株主総会の決議によって、剰余金の額を減少させて
資本金に組入れることができることとされている（会法450）。しかし、旧商法においては
配当可能利益の全部または一部に関して株主総会の決議により資本金に組入れることが可
能とされていたが、資本取引と損益取引の区別を厳格化させるために、資本金に組入れる
ことができる剰余金は、その他資本剰余金のみとなっている（計規50②一）。このことは
企業会計原則一般原則三「資本と利益区別の原則」の視点から資本と利益の厳格なる区別
を考慮したのもといえる。資本政策がより柔軟になったとはいえ資本と利益の区画さえ排
除してしまうと、会社法と会計法規との距離がさらに離れたものとなってしまう恐れがあ
るため、当然のことながらこのような考慮がされている。
上記④の準備金の増加にかんしては、旧商法においてはこれに該当する規定は存在しな
かったが、会社法においては株主総会の決議によって、剰余金の額を減少させて、準備金
の額を増加させることができるようになった（会法451）。資本準備金に組み入れ可能とな
るものはその他資本剰余金（計規49①三）であり、利益準備金に組み入れ可能となるもの
はその他利益剰余金（計規51①）と規定されている。ここにおいても当然ながら資本取引
と損益取引との区別が徹底されている。
上記⑤のその他の剰余金の処分に関しては、これまで考察していたもの以外の処分に関
しては、旧商法では利益処分案もしくは損失処理案として定時株主総会における承認事項
となっていたが、会社法では株主総会の決議によって行うことができるようになった。
以上のように株主資本の計数変動を考察してきたが、突出して見られることは資本取引
と損益取引との厳格なる区別である。株主資本の部のなかでの振替は、原則として資本は
資本科目の内部で、利益は利益科目の内部でしか振替ができないこととされている。この
ことは平成期に行われた商法改正の結果、資本取引と損益取引との区画が乱れているとの
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指摘３に十分配慮する結果といえる。
しかし会社法においては例外的にその他資本剰余金がマイナスとなる場合には、その他
利益剰余金で填補する処理４が求められ、その他利益剰余金がマイナスとなる場合には、
その他資本剰余金で填補５ことが認められているのである。
会社法適用会社は、この例外部分を考慮しつつ企業会計原則一般原則三「資本と利益区
別の原則」で示されている資本と利益の区別を守った上で資本政策のさらなる柔軟な対応
が十分可能となったのである。また税制面においては資本金の増減に伴う地方自治体への
法人が支払うべき住民税である均等割額の増減にも注意が必要となる。
Ⅱ　自己株式の活用
我が国においては、平成13年改正商法およびその後施行された会社法となってからの自
己株式の制度は以前（平成13年改正商法以前）と比較してもより柔軟な対応が可能となっ
た。
元来、我が国における旧商法においては原則として自己株式の取得と保有は禁止されて
いた。これは債権者保護の手段の一つとして考えられ、その考え方が続いていたのである。
しかし平成13年の商法改正で自己株式の取得とその保有が認められることとなった。会
社法においてもこの平成13年改正商法の考え方を基本的に踏襲したこととなっているので
ある。
会社法における自己株式に関する事項は、会社が自己株式を取得することができる条件
が列挙されており、株主との合意による自己株式の取得も認められている。また会社が自
己株式を取得する際には、剰余金の配当と同様の財源規制が設けられている。以上のよう
なことから自己株式を取得した際には取得原価で貸借対照表の純資産の部の控除項目とし
て表示することとなっている。
なお会社法が規定している自己株式の取得の条件として以下のような条件を定めている。
【会社法における自己株式の取得条件】
①　取得条項付株式の取得（会法155条1）
②　譲渡制限株式の譲渡による取得を承認しない場合の買取り（同条2号）
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３ この指摘の代表的なものとして平成13年商法改正の結果、株主からの払込資本であるその他資本剰余金
の一部が配当可能となり、払込資本の維持がなされていないとの指摘があった。
４ たとえば自己株式処分差益を繰越利益剰余金で填補する処理など
５ たとえば欠損金を資本金および資本準備金減少差益で填補する処理など
③　株主との合意による取得（同条3号）
④　取得請求権付株式の取得（同条4号）
⑤　全部取得条項付種類株式の取得（同条5号）
⑥　定款の規定に基づいて相続人等に対する売渡請求をした場合（同条8号）
⑦　単元未満株式の買取り（同条7号）
⑧　所在不明株主の株式の売却においての買取り（同条8号）
⑨　端数が発生する場合の株式の買取り（同条9号）
⑩　他の会社（外国会社を含む）の事業全部の譲受による取得（同条10号）
⑪　合併による承継（同条12号）
⑫　吸収分割をする会社からの承継（同条12号）
⑬　その他法務省令に定める場合（同条13号）
上記①～⑬のうち会社法になって新たに加えられた事項として⑥に定められている定款
の規定に基づいて相続人等に対する売渡請求をした場合という項目が挙げられる。
またこれと同様の処理が必要とされるケースとして⑪に定められている合併による承継
も挙げられる。この相続や合併などに関するケースに対しては、実務上以下のような処理
や対応が可能となっている。
会社法における原則的な自己株式の手続きでは譲渡人となる株主だけでなく、他の株主
にも株式を売却する権利、いわゆる追加売却請求権があるということとみなし配当課税が
実務において障害となってくるのである。
みなし配当課税に関しては配当控除を考慮しても所得税および住民税を合算させて
43.6％もの高税率となってしまい、納税の際の負担が大きく、また追加売却請求権がある
と株式の売却希望が殺到してしまうからである。
このような実務上の障害に対して会社法と法人税法においては以下のような規定を設け
てその障害を乗り越える手段を明記しているのである。
会社法では特定の場合における手続きの特例６を認めている。これによると他の株主の
追加の売却請求を受けずに自己株式を取得することができるのである。会社は定時もしく
は臨時の株主総会の決議において、授権にかかる自己株式の取得の際に譲渡人（株主）を
定めて他の株主の追加の売却請求を受けることなく自己株式を相対で取得することができ
るのである。
この決議は譲渡人となる株主以外の株主による特別決議が必要となってくる。ただし、
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６ 合併や相続等の一般承継により株式を取得した株主から、株式譲渡制限会社が自己株式を取得する場合
（会法162条）。
すべての株主が売却を希望する場合にはこの場合もすべての株主に議決権が生じることと
なる。
また株式譲渡制限会社から相続などによって株式を取得した者に対して、その株式を会
社に売り渡すことを請求する場合に関しては、その当該法人は株主総会の特別決議によっ
てその請求を行うかどうかを決議する必要があるが、相続などによって株式を取得した者
は議決権を行使できないため、会社が強制的に株式を買い取ることができるとされている
（会法175）。
ただしこれに関しては会社が相続などによる株式の取得があった旨を知った日から1年
以内に行わなければならない（会法176①）。
また売買価額の決定に関しては、当事者における協議によって決定するかもしくは協議
が調整できない場合にはこの事案を裁判所に対して売買価額の決定を申し立てることとな
っている（会法177①、②）。
このような会社法における特例を活用することによって相続や合併などに関する事案に
対して、会社法上の特例と税制上の特例を併用することで、追加売却請求権なしで、さら
にみなし配当７なしで自己株式を取得することができるようになったのである。
そして従来は、株式を譲渡制限株式としていた場合においても、相続や合併等による株
式の移転はできなかったため、会社にとって有益とはならない場所に株式が分散すること
を阻止することができなかったが、上記の特例によって定款に定めることにより、相続や
合併等で移転した譲渡制限株式に関して、会社が相続人等に売渡請求を行うことが可能と
なり、会社経営を安定させる、効果が認められることとなったのである。
自己株式の有償取得に関しては、剰余金の配当と同じように、財源の規制が設けられて
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７ 法人の株主等が、その法人の合併などによって金銭およびその他の資産の交付を受けた場合に、その交
付を受けた金銭の額および金銭以外の資産の価額の総合計がその法人の資本等の金額のうち株式に係る部
分の金額を超過した場合は、その超過額は、配当所得の対象となり所得税を課税（みなし配当課税）する
こととされている。
そのため法人が自己株式を取得した場合には当該法人の株主に対してみなし配当が発生することとなる
（法法23③二）。従来から自己株式を取得した際におけるみなし配当の適用がない項目があったが、平成18
年税制改正においてみなし配当の原因となる自己株式の取得から除外される項目が新たに以下のように追
加されることとなった。
①　取得請求権付株式等の請求権の行使等による取得で、法人税法61条2第11項の規定により株主の譲渡
益課税が繰り延べられるもの（法法24①四）。
②　適格分割または適格現物出資および事業を移転し、かつ当該事業に係る資産に分割承継法人または被
現物出資法人の株式が含まれている場合の分割または現物出資による移転（法令23③四）。
③　合併に反対する当該合併法人の株主等の買取請求に基づく買取り（法令23③六）。
④　会社法234条4項の規定による買取り（法令23③六）。
⑤　法人税法119条の8の2に規定する1株に満たない端数に相当する部分の対価としての金銭の交付（法令
23③七）。
いる。株式の取得の対価として交付される金銭等の帳簿価格の総額は、取得の効力発生日
における分配可能額の範囲内でなければならないとし、それを超過して支払った場合にお
いては、取締役等に責任が乗じることとなる（会法462①）。このことによって過度な払い
戻しが行われることが防がれ債権者保護が図られることとなる。
取得した自己株式の保有に関しては、平成13年改正商法における株主総会の決議で定め
られた数量の範囲内で自己株式を用途の制限なく取得し、数量および期間にとらわれず自
由に保有することが認められていたが、会社法においてもその考え方を継承し、引き続き
自由に保有できるとしている。
自己株式の消却に関しては、会社は取締役会など会社の意思決定機関で定められた結果
に従って自己株式を償却することができるとされている（会法178①）。なお自己株式を消
却する際には、消却する自己株式の数量を取締役会の決議によらなければならないとされ
ている。自己株式の消却によって資本金そのものの額に変化はないが、発行済株式の総数
に関しては定款や株主総会の決議によって減少する旨を定めている場合のみ減少すること
となるのである。
この自己株式の会計上の取り扱い方には、元来、自己株式の取引を資本取引とする考え
方と損益取引とする考え方の2つの諸説が存在するのである。
我が国においては平成13年の商法改正以前は損益取引とする考え方を採用し、自己株式
は他の会社の株式と同様に資産として取り扱ってきた（資産説）。このため自己株式を取
得した際には貸借対照表の借方、売却した際には売却額と取得価額の差額が売却損益とし
て会計処理されていた。
しかし平成13年の商法改正によってそれまでの考え方（資産説）から一転させ、自己株
式に関する取引を資本取引とする考え方を採用することとなったのである（資本控除説）。
この考え方は自己株式の取得の際には資本等（純資産）の払い戻しとして資本等から控除
され、処分差額に関しては資本剰余金の増減として認識され会計処理されることとなる。
この改正の背景には国際的な会計基準等（例えば国際会計基準などがあげられる）にお
いても資本控除説が一般的に採用されているため、我が国においてもそれに同調するとい
う形と採用したとされている。このような自己株式の会計処理に関して、会社法および会
社法施行規則では自己株式は純資産の部の株主資本の一項目として控除する形で記載しな
ければならないとされている。
平成13年商法改正において、従来の自己株式取得に関する原則禁止、例外的許容という
扱いを大きく変更させ、目的を限定させない自己株式の取得を原則的に認めることとなっ
た。このことによって自己株式の取得・保有・処分が原則的に自由となり、自己株式を巡
る処理に関してはほぼ自由に利用できるようになった。このことは一部に掲げられている
条件（もしくは規制）をクリアすることによって、緩和というよりむしろ実質的の解放と
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表現することもできるのである。つまり実務においても自己株式を利用した様々な利用方
法が選択肢として広がることとなったのである。
この考え方は平成13年改正商法を経て成立し施行されている会社法においても引き継が
れ、会社法において自己株式の取得は、会社財産の払い戻し行為として剰余金の配当と同
じ考え方をすることとなった。つまり目的は限定されないものの、会社財産の確保によっ
て債権者保護を図るため、剰余金の配当と同じ財源規制を課しているのである。上述のよ
うに会社法でも一部の規制をクリアすることによって実務において自己株式の利用可能性
は大きく増大し、上記で説明したケースのほかにも様々なケースが想定される。
以下に実務において想定されるであろう自己株式の利用ケースをいくつかの例として記
載してみた。
【実務における自己株式の利用例】
①　株式の需給関係の調整
②　敵対的買収に関する対抗策
③　会社再編
④　新株予約権の行使に伴う自己株式の交付による利用
⑤　相続対策
しかしここで注意が必要となることがある。それは平成13年商法改正前において原則と
して自己株式の取得を禁止していた考え方はあくまで崩壊したわけではなく、会社法にお
いても規制するという考え方は変化していないということである。上記①～⑬で示した通
り、自己株式の取得にはこれらの条件が会社法において提示され、財源の規制も示されて
いる（会法462①）。さらには分配可能額も定められ、これらの規制によって債権者保護が
なされていることとなっているのである。
このような規制はされてはいるものの、自己株式に関しては、実際に銀行による株式売
却の受け皿として活用したり、株式交換の方式による子会社化のために取得するなど、実
務上において様々な活用法が存在し、今後より定着していくものとなると予想されている。
【参考資料】みなし配当とならない場合
①　証券取引所（証券取引所に類するもので外国の法令に基づき設立されたものを含む）
の開設する市場における購入。
②　店頭売買登録銘柄として登録された株式のその店頭売買による購入。
③　営業の全部の譲受け。
④　合併、分割または現物出資（事業を移転し、かつ、当該事業に係る資産に該当現物出
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資に係る被現物出資法人の株式が含まれている場合の当該現物出資に限る）による被
合併法人、分割法人または現物出資法人からの移転。
⑤　合併または分割型分割により法人税法第24条第2項各号に掲げる株式に対し同項に規
定する株式割当等を受けた場合のその株式割当等
⑥　端株主の端株買取請求権、単元未満株式の株式買取請求権による買取り。
（参考資料）新日本監査法人編　『資本取引の会計・税務』中央経済社　2006 Ｐ.38を参考に作成
Ⅲ　デット・エクイティ・スワップ
デット・エクイティ・スワップ（debt equity swap）とは金銭債務を資本に組入れい
れること（会法207⑨五）であり、経営不振に陥っている会社の再建手段の一つの手段で
ある。文字通り、借入金（debt）と資本（equity）を交換（swap）するという意味のも
のである。
従来からのデット・エクイティ・スワップの手法としては、再建を保有する銀行など一
般の金融機関などがその会社に対する融資金額の一部を現物出資する形で株式を取得する
ケースが多くを占めていた。しかし現在の経済情勢においては、中小企業を中心に別のケ
ースが考えられてきている。
今日の中小企業においては、社長および役員からの借入（役員借入金等）がその会社の
貸借対照表の負債の部に膨大に計上されているケースが多くみられる。社長および役員は、
この貸付金を全額回収することなくその役を退いたり、もしくは最初から戻らないと思っ
ているケースも考えられる。しかし会社への貸付金が社長および役員個人の相続財産に含
まれてしまい、その結果として相続税の課税財産になってしまうこともある。そこで、デ
ット・エクイティ・スワップを利用して、帳簿価額によって借入金から資本金へ振替をお
こなうことがひとつの手段として選べることができるのである。
会社法以前の旧商法時代においてもデット・エクイティ・スワップを行うことができた
が、会社法においては、その手法がより簡素化され実務においてより使用しやすい制度と
なったのである。
会社に対する金銭債権の現物出資は、その該当する債権の履行期が到来していて、さら
にその債権金額以下で出資を行う場合には、現物出資に関する検査役の調査は不要となる
のである（会法217⑨五）。さらに検査役の調査にかわって必要となっていた税理士等の証
明も不要となり、金銭債権に関して記載されている会計帳簿を登記の添付書類とすること
で足りることとなったのである（商業登記法56①三）。
なお、通常のデット・エクイティ・スワップは新株発行の決議と裁判所の検査役または
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弁護士等による現物出資財産の評価・証明の上で変更登記手続によって行われる。
上述のとおり昨今の中小企業においては社長および役員などからの借入金（役員借入金）
が貸借対照表の負債の部に計上されたまま返済されずにいるケースが多く存在する。この
役員借入金の内部には実際に金銭授受が行われていて負債の部に計上されているものもあ
れば、いわゆる「役員勘定」という意味合いで使用されて負債の部に計上されている場合
もある。
銀行など一般の金融機関が企業への貸付金の自己査定をするために使用されている「金
融検査マニュアル」においては中小企業における役員からの借入金は資本金とみなすこと
となっているのが通常である。そのため銀行など一般の金融機関からの融資審査における
マイナス面は少ないが、表面的には自己資本比率が低い状態となってしまうため、役員か
らの借入金を負債から資本へと振り替える処理をおこなうことによって財務体質を改善す
ることにつながるのである。
また役員個人の会社に対する貸付金が膨大で数億円規模に達してしまっている場合にお
いては、役員個人が死去した場合に相続税の課税対象として相続財産となる可能性がある。
デット・エクイティ・スワップを行う場合は、一般的に債務超過会社が多いことから役員
からの貸付金が株式へと変わる場合にその相続税評価額が下がることとなる場合が通常で
ある。
平成18年度の税制改正によって法人税法上はデット・エクイティ・スワップによって増
加する資本金等は消滅する債権の時価とされることとなった。なおこの税制改正以前は法
人税法上も会計上の取り扱いと同様に債権金額をそのまま資本金に振り替えることが可能
とされていた。このため税制改正以後は、会計上は帳簿価額によって借入金から資本金へ
の振替が可能であるが、法人税法上は時価での振替となるので、原則として債権の簿価と
時価との差額である債務消滅益が法人税法上の益金の額として算入されることとなるので
ある。
このためデット・エクイティ・スワップを行う場合には繰越欠損金の期限切れ防止など
繰越欠損金の範囲内においておこなうことが妥当であるといえる。さらにデット・エクイ
ティ・スワップを行う場合には、この行為が増資に該当する行為であるため法人にかかる
住民税の均等割額の変化に注意する必要がある。また事業税の外形標準課税に関しても資
本金が1億円超の法人に関して適用されているため、この部分に関しても注意が必要とな
る。
デット・エクイティ・スワップを行った場合の債権者側の会計処理は、平成14年10月9
日に企業会計基準委員会から公表された「デット・エクイティ・スワップの実行時におけ
る債権者側の会計処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第6号）に基づいて処理が
行われる。
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【旧商法と会社法のおけるデット・エクイティ・スワップの手法比較】
（参考資料）㈲ＫＹコンサルティング/高橋会計事務所ＨＰ（http://kyc2005.com/des.htm）を
参考に作成。
旧商法
会社法
　原則として、裁判所が選任した検査役の検査が必要
　ただし、新株発行時に現物出資の目的となる債権の額が500万円以下であるとき、または、
取締役会で決定した現物出資に関する事項が相当であることについて、弁護士・税理士等が
証明したときは、検査役の検査は不要。
　したがって、実務上は一回の増資額が500万円以下になるように複数回に分けて増資を繰
り返し行うような対応もされていた。
　会社法における会社に対する金銭債権の現物出資に関しては、その債権の履行期が到来し
ており、なおかつ、その債権金額以下で出資をする場合において現物出資に関する検査役の
検査は不要（会法207⑨五）。
　つまり、会社法207⑨においては検査役の検査が不要なケースを1号～5号まで規定してお
り、
2号（現物出資財産について定められた価額の総額が500万円以下の場合）、
4号（現物出資財産について定められた価額について、弁護士等の証明を受けた場合）
とは、別号で規定されているため、
①．その株式会社に対する金銭債権（弁済期限が到来しているものに限る）、
②．その金銭債権に関して定められた価額がその負債の帳簿価額以下である、
という２つの要件のみで検査役の検査が不要となることを意味している。
　これは、会社自身が債務者となっている金銭債務については、その当該会社にとっての価
値は明確であるということに基づくものであるため。
※登記上の手続では、債権の存在を証明する会計帳簿が添付書類として必要。
※弁済期限未到来の債権については、期限の利益の放棄によりDESが可能。
※帳簿価額未満での出資の場合には、帳簿価額と債務との差額は収益に計上することになる。
これによると取得した株式の価額は、取得時の合理的に算定された価額（合理的に算定
された価額の算定が難しい場合にはおいては、適切に算定された実行時の債権の時価でも
可）となり、貸付金の帳簿価額との差額はその当期における損失として処理することとな
っている。
この一方で、デット・エクイティ・スワップを行った場合の債務者側の会計処理として
は借入金の資本振替を行うことのみである。デット・エクイティ・スワップを行った場合
の新株発行価額に関しては、会社の債務内容を反映させた債権の評価額とする評価額説と
債権の券面額を基準とする券面額説の2つの諸説が存在する。
しかし東京地方裁判所商事部が券面額説を採用することを明らかにしたことによって券
面額説が一般的な処理となっている。
このようにデット・エクイティ・スワップの活用は会社の財務体質の改善だけではなく、
社長および役員の相続税対策を行うことも可能であり、その手法も税理士または公認会計
士などの証明も不要となっているため、債務超過会社において社長および役員からの借入
金が多額で放置されている場合にはその会社の繰越欠損金の額に応じて検討する余地が十
分に考えられるのである。
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おわりに
資本制度は日々の実務においてはなかなか手がつけづらい箇所であり、難解とか煩雑と
いうイメージが先立つ部分である。しかし旧商法から会社法へと移行している現在におい
ては必ずしもそのようなイメージではないように思われる。本稿においては資本制度の実
務対応として株主資本の計数変動・自己株式の活用・デット・エクイティ・スワップを取
り上げてそれぞれの実務での活用法を考察してきた。その結果、それぞれが実務において
より手軽に行えるようになり、資本制度の活用として選択肢が増加したこととなった。
株主資本の計数変動においては、株主資本の部における内部での振替は、原則として資
本は資本の科目、利益は利益の科目の内部でしか振替はできないが、例外的にその他資本
剰余金がマイナスとなっている場合にはその他利益剰余金で填補する処理が求められ、そ
の他利益剰余金がマイナスとなる場合にはその他資本剰余金で填補する処理が認められて
いる。
会社法適用会社は、この例外部分を考慮しつつ企業会計原則一般原則三「資本と利益区
別の原則」で示されている資本と利益の区別を守った上で実務においても資本政策のさら
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【参考資料】デット・エクイティ・スワップを行った場合の会計処理
（参考資料）辰巳忠次、辰巳八栄子　『新会社法の会計・税務マネジメント』 三協法規　2006
Ｐ.190を参考に作成
債権券面額 1,000
債権者帳簿価額 500
債権時価 200
新株式の時価 200
①　債権者側の会計処理
（借方）有価証券 200 （貸方）貸付金 500
貸倒損失 300
②　債務者側の会計処理
（借方）借入金 1,000 （貸方）資本金 1,000
なる柔軟な対応が十分可能となったのである。
自己株式の活用に関しては、相続対策として定款に「相続による株式の取得には会社の
承認を必要とする」という旨の定めと「株式の譲渡については当株式会社のみを買受人と
する」という旨の定めを置くことで、株式の分散を防止すると同時に会社にとって好まし
い人を後継者とすることができるようになったのである。
このほかにも株式の需給関係の調整、敵対的買収に対する対抗策、会社再編、新株予約
権の行使に伴う自己株式の交付による利用など様々な面で実務に利用できる選択肢が増加
した。
デット・エクイティ・スワップに関しては、その行為における手続きが簡素化され、中
小企業において膨大化した社長や役員などからの役員借入金を資本金へと振り替えること
によって会社の財務体質の改善のみならず、社長や役員個人の相続税対策も行うことが可
能となったのである。
デット・エクイティ・スワップは従来、銀行など一般の金融機関との間での取引が多か
ったが、上記のように会社内部における役員借入金の資本への振替も今後の実務における
選択肢のひとつとなりえる制度である。
これらの制度は完全に自由化されたわけではなく、もちろんその制度それぞれに規制お
よび条件が存在し、それをクリアすることが大前提となっている。しかしそのような規制
や条件を解決することによってより実務に近く、また手軽に資本制度を活用できることと
なるのである。
ただし法人税法上においては資本を動かすため住民税の均等割や事業税の外形標準課税
などに注意が必要となる。しかし今まで我が国において（特に中小企業において）資本制
度の活用といてば、単なる増資・減資程度でしかなかった処理が選択肢の幅が増大し、財
務体質の改善のチャンスも伺える資本制度の活用はより身近に、そして手軽に行える制度
のひとつとしてあげられるのではないのであろうか。
会社法とはこの法律の最大の利用者である中小企業をベースに構築８されているといわ
れている。また会社法では定款自治を大幅に認められているため様々な局面での選択肢が
増加する形となっている。そのため積極的にその制度を利用することによって会社自身の
財務体質の改善や景気浮揚策へとつなげていけることと思われる。
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８ 具体的な例をあげると、定款に株式の譲渡制限を定めた株式譲渡制限会社が株式会社のモデルとされて
いる。
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